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問題１(25 点)【★2 点，☆1 点】 

問１(6 点) 

 棚卸計算法では，払出記録を行わず，受入記録と期末における実地棚卸を行うのみであるの 

に対し，継続記録法では，材料を払い出すごとに出庫票に基づいて払出記録を行い，絶えず帳 

簿残高を明らかにする。その結果，実地棚卸によって明らかになった実際残高との比較におい 

て棚卸減耗を把握することにより，棚卸計算法では不可能な材料の会計管理が可能となる点で 

優れている。 

問２(6 点) 

Ａ社からの受注品単価 ★  9,000 円 

Ｂ社からの受注品単価 ★ 11,000 円 

Ｃ社からの受注品単価 ★  8,516 円 

問３(6 点) 

 第 1 製造部門 第 2 製造部門 

予 算 差 異 ★ 161,600 円(貸方) ☆ 232,400 円(貸方) 

操 業 度 差 異 ☆ 360,000 円(借方) ★ 360,000 円(借方) 

問４(2 点) 

 仕損の発生原因が特定部門の作業の複雑性等にある場合に間接経費処理が妥当であり，この 

場合，当該製造部門の予定間接費額中に，仕損費の予定額を算入することが前提となる。 

問５(3 点) 

 定時外作業手当を消費賃率に含めず，直接労務費として特定の製品に賦課する方法と，間接 

労務費としてすべての製品に配賦する方法の２つがある。どちらも基本賃率に基づいて，直接 

労務費と間接労務費を計算することになる。 

解答・解説 

第１問 

解   答 
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問６(2 点) 

 部門費の金額が大きいほど，補助部門費の配賦計算に与える影響が大きいため，用役提供の 

実態に即した計算を行うことができる。 
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問題２(25 点)【★2 点，☆1 点】 

問１(4 点) 

 各工程の利益を計算し，会社への貢献度を可視化することで，原価低減のモチベーションを 

より強く喚起することができる。各工程の利益を計算するにあたっては，内部振替価格を設定 

する必要があるが，とりわけ振替元の工程において利益が計上されるように標準原価より高い 

価格を設定する必要がある。 

問２(5 点) 

 第 1 工程 第 2 工程 

直接材料費差異 ☆  500,000 円( 不利 ) ― 

変動加工費差異 ☆ 1,680,000 円( 不利 ) ☆  420,000 円( 不利 ) 

固定加工費差異 ☆  900,000 円( 有利 ) ☆  120,000 円( 有利 ) 

問３(4 点) 

第 1 工程の営業利益：    ☆  3,900,000   円

第 2 工程の営業利益：    ☆  3,400,000   円

会社全体の営業利益：    ★  6,520,000    円

問４(5 点) 

① ☆ Ｘ＜21,250 

② ★ 13,375＜Ｘ＜17,125 

③ ★ 15,250  円 

問５(7 点) 

① ☆  8,800 円 ② ☆ 機会原価 ③ ★ 53,000,000 円 

④ ☆  不利 ⑤ ★   19,200 円  
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問題１  は，費目別・部門別・製品別(個別)という一連の計算をテーマとして出題した。

計算分量・資料ともにやや多めであり，時間制約の中で完答することは困難と思われるが，

理論問題に関しては，比較的書きやすい論点を出題しているため，理論で計算を補填する

ような得点が期待される。 

問題２ は，工程別の損益計算をテーマに，内部振替価格の設定について問うた。問２の

原価差異の算定，問３の各工程の損益計算は確実に正答したい問題であるが，問４，問５

の振替価格の計算はやや難易度が高く，理論と計算のリンクが弱いと対応が困難と予想さ

れる。ただ，計算そのものの分量は少ない(本問に限らず内部振替価格に関する計算は本試

験でも計算分量は少ない)ため，色々と試行錯誤して計算すれば，内部振替価格に関する理

解に役立つため，よく見直しをしていただきたい。 

出題意図など 
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問題１ 費目別・部門別・製品別計算 

問１ 解答及び 2020 理論問題集①(pp.12-13)参照。 

 

問２  

１ 材料費の計算 

実際消費価格を総平均法により算定し，各製造指図書別の実際消費量に乗じることで直接

材料費を算定する。 

 

 材 料 (kg)   材 料 (円) 

月 初 有 高 

1,000

当 月 消 費 

19,400 

 

 

 月 初 有 高 

620,000

当 月 消 費 

10,088,000 

 

 

 

当 月 購 入 

 

 

 

 

 

 

20,000

 当 月 購 入 

 

 

 

 

 

 

10,300,000

 

正常棚卸減耗 
(*)100 

 正常棚卸減耗 

52,000  

異常棚卸減耗 
(*)100 

 異常棚卸減耗 

52,000  

月 末 有 高 

1,400 

 月 末 有 高 

728,000  

合  計 

21,000   

合  計 

10,920,000

(＠520)

 

(*) 21,000kg(借方合計)－19,400kg(＃100～＃300-1 直接材料)－1,400kg(月末有高) 

  ＝200kg(棚卸減耗) 

   200kg(棚卸減耗)×50％＝100kg(正常棚卸減耗) 

   200kg(棚卸減耗)－100kg(正常棚卸減耗)＝100kg(異常棚卸減耗) 

 

 

解   説 
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２ 労務費の計算 

⑴ 第 1 製造部門 

第 1 製造部門の消費賃率を算定し，直接労務費，間接労務費，営業外費用(異常な手待賃

金)を算定する。 

 

 賃 金 (時間)   賃 金 (円) 

当 月 支 払 

 

 

 

 
(*1)3,600＋50

前 月 未 払 

1,000＋50 

 当 月 支 払 

 

 

 

(*5)3,675,000

前 月 未 払 
(*7)1,075,000  

直接労務費 
(*2)2,800 

 
直接労務費 

(*8)2,870,000 

間接労務費 
(*3)1,180 

 
間接労務費 

(*9)1,209,500 

当 月 未 払 

1,200＋200

営業外費用 
(*4)20 

 当 月 未 払 
(*6)1,500,000

営業外費用 

20,500  

(*1) 1,050 時間(5/21～5/31)＋2,600 時間(6/01～6/20)＝3,650 時間(5/21～6/20) 

(*2) 2,500 時間(加工時間)＋300 時間(段取時間)＝2,800 時間(直接作業時間) 

(*3) 900 時間(間接作業時間)＋300 時間(手待時間)－20 時間(異常な手待時間) 

＝1,180 時間(間接作業時間＋正常な手待時間) 

(*4) 異常な手待時間 

(*5) ＠1,000 円×(1,000 時間＋2,600 時間＋50 時間)＋＠1,000 円×50％×50 時間 

＝3,675,000 円(支払賃金) 

(*6) ＠1,000 円×(1,200 時間＋200 時間)＋＠1,000 円×50％×200 時間 

＝1,500,000 円(当月未払) 

(*7) ＠1,000 円×(1,000 時間＋50 時間)＋＠1,000 円×50％×50 時間 

＝1,075,000 円(前月未払) 

(*8) (*10)＠1,025 円×2,800 時間＝2,870,000 円(直接労務費) 

(*9) (*10)＠1,025 円×1,180 時間＝1,209,500 円(間接労務費) 

(*10) 3,675,000 円(給与支給総額)＋1,500,000 円(当月未払)－1,075,000 円(前月未払)＝

4,100,000 円(要支払額) 

4,100,000 円(要支払額)÷4,000 時間(就業時間合計)(6/01～6/30) 

＝＠1,025 円(消費賃率) 
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⑵ 第 2 製造部門 

第 2 製造部門の消費賃率を算定し，直接労務費，間接労務費，営業外費用(異常な手待賃

金)を算定する。 

 

 賃 金 (時間)   賃 金 (円) 

当 月 支 払 

 

 

 

 
(*1)2,400＋120

前 月 未 払 

900 

 当 月 支 払 

 

 

 

(*5)3,096,000

前 月 未 払 
(*7)1,080,000  

直接労務費 
(*2)1,800 

 
直接労務費 

(*8)2,246,400 

間接労務費 
(*3)670 

 
間接労務費 

(*9)836,160 

当 月 未 払 

800＋80

営業外費用 
(*4)30 

 当 月 未 払 
(*6)1,104,000

営業外費用 

37,440  

(*1) 900 時間(5/21～5/31)＋1,620 時間(6/01～6/20)＝2,520 時間(5/21～6/20) 

(*2) 1,600 時間(加工時間)＋200 時間(段取時間)＝1,800 時間(直接作業時間) 

(*3) 600 時間(間接作業時間)＋100 時間(手待時間)－30 時間(異常な手待時間) 

＝670 時間(間接作業時間＋正常な手待時間) 

(*4) 異常な手待時間 

(*5) ＠1,200 円×(900 時間＋1,500 時間＋120 時間)＋＠1,200 円×50％×120 時間 

＝3,096,000 円(支払賃金) 

(*6) ＠1,200 円×(800 時間＋80 時間)＋＠1,200 円×50％×80 時間 

＝1,104,000 円(当月未払) 

(*7) ＠1,200 円×900 時間＝1,080,000 円(前月未払) 

(*8) (*10)＠1,248 円×1,800 時間＝2,246,400 円(直接労務費) 

(*9) (*10)＠1,248 円×670 時間＝836,160 円(間接労務費) 

(*10) 3,096,000 円(給与支給総額)＋1,104,000 円(当月未払)－1,080,000 円(前月未払)＝

3,120,000 円(要支払額) 

3,120,000 円(要支払額)÷2,500 時間(就業時間合計)(6/01～6/30) 

＝＠1,248 円(消費賃率) 

 

３ 製造間接費予定配賦率 

  第 1 製造部門：{32,400,000 円(変動費)＋64,800,000 円(固定費)}÷36,000 時間 

        ＝＠2,700 円 

  第 2 製造部門：｛28,800,000 円(変動費)＋43,200,000 円(固定費)}÷24,000 時間 

        ＝＠3,000 円 
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４ 指図書別原価集計(単位：円) 

 消費価格，消費賃率，予定配賦率を用いて，指図書別に原価の集計を行う。 

 ＃100 ＃200 ＃300 ＃100-1 ＃200-1 ＃300-1 

前 月 繰 越 － 837,640 － － － － 

直接材料費 (*1)3,120,000 1,560,000 2,496,000 312,000 104,000 2,496,000 

直接労務費    

第 1 製造部門 (*2)820,000 410,000 768,750 51,250 41,000 779,000 

第 2 製造部門 (*3)686,400 336,960 536,640 62,400 62,400 561,600 

製造間接費    

第 1 製造部門 (*4)2,160,000 1,080,000 2,025,000 135,000 108,000 2,052,000 

第 2 製造部門 (*5)1,650,000 810,000 1,290,000 150,000 150,000 1,350,000 

小 計 8,436,400 5,034,600 7,116,390 710,650 465,400 7,238,600 

評 価 額 － － － △147,050 － － 

正常仕損費 563,600 465,400 － △563,600 △465,400 － 

合 計 9,000,000 5,500,000 7,116,390 0 0 7,238,600 

備 考 Ａ社受注品 Ｂ社受注品 異常仕損費 ＃100 へ振替 ＃200 へ振替 Ｃ社受注品 

(*1) ＠520 円(消費価格)×6,000kg＝3,120,000 円 

(*2) ＠1,025 円(第 1 製造部門消費賃率)×800 時間＝820,000 円 

(*3) ＠1,248 円(第 2 製造部門消費賃率)×550 時間＝686,400 円 

(*4) ＠2,700 円(第 1 製造部門予定配賦率)×800 時間＝2,160,000 円 

(*5) ＠3,000 円(第 2 製造部門予定配賦率)×550 時間＝1,650,000 円 

５ 単位原価の算定 

 Ａ社からの受注品単価：9,000,000 円(＃100)÷1,000 個＝＠9,000 円 

 Ｂ社からの受注品単価：5,500,000 円(＃200)÷500 個＝＠11,000 円 

 Ｃ社からの受注品単価：7,238,600 円(＃300-1)÷850 個＝＠8,516 円 
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問３ 製造間接費配賦差異分析(単位：円) 

１ 製造部門費の実際発生額の計算 

⑴ 部門費実際発生額 

 第 1製造部門 第2製造部門 資材部門 動力部門 工場管理部門 

修正前部門費 3,590,500 1,497,840 1,700,000 1,700,000 2,700,000 

直接工間接賃金 (*1)1,209,500 (*2)836,160 － － － 

棚卸減耗費 － － (*3)52,000 － － 

合   計 4,800,000 2,334,000 1,752,000 1,700,000 2,700,000 

(*1) 解説 P.6 参照。 

(*2) 解説 P.7 参照。 

(*3) 解説 P.5 参照。 

⑵ 補助部門費の配賦 

製造部門における製造間接費実際発生額を算定するために，補助部門費の配賦を行う。

なお，階梯式配賦法による計算を行うにあたり補助部門の順位付けを行えば，用役提供件

数の最も多い工場管理部門が 1 位，用役提供件数は同じであるが部門費の金額が大きい資

材部門(1,752,000 円)が 2 位，そして最後に動力部門(1,700,000 円)という順位となる。 

 第 1製造部門 第2製造部門 動力部門 資材部門 工場管理部門 

部 門 費 4,800,000 2,334,000 1,700,000 1,752,000 2,700,000 

工場管理部門費 (*1)900,000 900,000 300,000 600,000 △2,700,000 

資材部門費 (*2)940,800 1,176,000 235,200 △2,352,000 0 

動力部門費 (*3)1,117,600 1,117,600 △2,235,200 0  

製 造 部 門 7,758,400 5,527,600 0   

(*1) 2,700,000 円×30％÷(100％－10％)＝900,000 円 

(*2) 2,352,000 円×40％＝940,800 円 

(*3) 2,235,200 円×40％÷(100％－20％)＝1,117,600 円 
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２ 製造間接費差異の分析 

⑴ 第 1 製造部門 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(*1) 32,400,000 円(第 1 製造部門変動費年間予算)÷12 ヶ月＝2,700,000 円 

(*2) 64,800,000 円(第 1 製造部門固定費年間予算)÷12 ヶ月＝5,400,000 円 

(*3) 36,000 時間(第 1 製造部門基準操業度)÷12 ヶ月＝3,000 時間 

 

⑵ 第 2 製造部門 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(*1) 28,800,000 円(第 2 製造部門変動費年間予算)÷12 ヶ月＝2,400,000 円 

(*2) 43,200,000 円(第 2 製造部門固定費年間予算)÷12 ヶ月＝3,600,000 円 

(*3) 24,000 時間(第 2 製造部門基準操業度)÷12 ヶ月＝2,000 時間 

 2,800 時間  (*3)3,000 時間

 (実際) (基準) 

＠900 円

↓

↑ 

＠1,800 円 

実際発生額 

7,758,400 円

予定配賦額

7,560,000 円

変動予算 

7,920,000 円

予算差異：161,600 円(貸方) 

操業度差異：360,000 円(借方) 

変動費予算 
(*1) 2,700,000 円 

固定費予算 
(*2) 5,400,000 円 

 1,800 時間  (*3)2,000 時間

 (実際) (基準) 

＠1,200 円 

↓

↑ 

＠1,800 円 

実際発生額 

5,527,600 円

予定配賦額

5,400,000 円

変動予算 

5,760,000 円

予算差異：232,400 円(貸方) 

操業度差異：360,000 円(借方) 

変動費予算 
(*1) 2,400,000 円 

固定費予算 
(*2) 3,600,000 円 
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問４ 解答及び 2020 理論問題集①(pp.72-73)参照。 

 

問５ 解答及び 2020 理論問題集①(pp.22-23)参照。 

定時外作業手当の処理方法として，①消費賃率に手当を含め，直接労務費及び間接労務費

として処理する方法(本問)，②消費賃率に手当を含めずに直接労務費として処理する方法，

③消費賃率に手当を含めずに間接労務費として処理する方法の 3 パターンがある。②，③の

場合，消費賃率は基本賃率と等しくなる。 

 

問６ 解答参照。 

階梯式配賦法では，配賦計算に与える影響の大きさにより部門に序列をつけ，影響の大き

い上位の部門から影響の小さい下位の部門への用役提供を計算に反映させることで，一定の

正確性を担保している(もちろん相互配賦法には劣る)。ここで，部門費が大きいほど配賦計

算に与える影響は一般に大きくなると考えられるため，順位付けの際に補助部門費の金額に

着目するという方法が考えられたと推定される。 
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問題２ 分権化組織とグループ経営の管理会計 

問１ 解答及び 2020 理論問題集②(pp.20-21)参照。 

 

問２ 原価差異の算定 

１ 第 1 工程の生産データの整理 

 直接材料費 (個)   加工費 (個) 

月初仕掛 

500

完  成 

2,300 

 月初仕掛 
(*1)100

完  成 

2,300 

 

 

 

当月投入 

 

 

2,000

 当月投入 

(*3)2,280

 

月末仕掛 

200 

 月末仕掛 
(*2)80  

(*1) 500 個×20％(加工費進捗度) 

(*2) 200 個×40％(加工費進捗度) 

(*3) 貸借差額  

２ 第 1 工程における原価差異の算定 

⑴ 直接材料費差異 

＠200 円×20kg＝＠4,000 円(直接材料費標準) 

＠4,000 円(直接材料費標準)×2,000 個(当月投入)＝8,000,000 円(標準直接材料費) 

8,000,000円(標準直接材料費)－8,500,000 円(実際直接材料費)＝△500,000円(不利) 

⑵ 変動加工費差異 

96,000,000 円(変動加工費予算)÷96,000 時間(予定直接作業時間)×4 時間 

    ＝＠4,000 円(変動加工費標準) 

＠4,000 円(変動加工費標準)×2,280 個(当月投入加工換算量) 

＝9,120,000 円(標準変動加工費) 

 9,120,000 円(標準変動加工費)－10,800,000 円(実際変動加工費) 

＝△1,680,000 円(不利) 

⑶ 固定加工費差異 

120,000,000 円(年間固定加工費予算)÷96,000 時間(予定直接作業時間)×4 時間 

＝＠5,000 円(固定加工費標準) 

＠5,000 円(固定加工費標準)×2,280 個(当月投入加工換算量) 

＝11,400,000 円(標準固定加工費) 

11,400,000 円(標準固定加工費)－10,500,000 円(実際固定加工費) 

＝900,000 円(有利) 

⑷ 原価差異合計 

△500,000 円＋(△1,680,000 円)＋900,000 円＝△1,280,000 円(不利) 
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３ 第 2 工程の生産データの整理 

 前工程費 (個)   加工費 (個) 

月初仕掛 

100

完  成 

1,000 

 月初仕掛 
(*1)60

完  成 

1,000 

 

 

 

当月投入 

 

 

1,150

 当月投入 

(*3)990

 

月末仕掛 

250 

 月末仕掛 
(*2)50  

(*1) 100 個×60％(加工費進捗度) 

(*2) 250 個×20％(加工費進捗度) 

(*3) 貸借差額  

４ 第 2 工程における原価差異の算定 

⑴ 変動加工費差異 

54,000,000 円(変動加工費予算)÷72,000 時間(予定直接作業時間)×6 時間 

    ＝＠4,500 円(変動加工費標準) 

＠4,500 円(変動加工費標準)×990 個(当月投入加工換算量) 

＝4,455,000 円(標準変動加工費) 

 4,455,000 円(標準変動加工費)－4,875,000 円(実際変動加工費) 

＝△420,000 円(不利) 

⑵ 固定加工費差異 

72,000,000 円(年間固定加工費予算)÷72,000 時間(予定直接作業時間)×6 時間 

＝＠6,000 円(固定加工費標準) 

＠6,000 円(固定加工費標準)×990 個(当月投入加工換算量) 

＝5,940,000 円(標準固定加工費) 

5,940,000 円(標準固定加工費)－5,820,000 円(実際固定加工費) 

＝120,000 円(有利) 

⑶ 原価差異合計 

△420,000 円＋120,000 円＝△300,000 円(不利) 

なお，第 1 工程完成品を標準原価で振替えているため，前工程費に関しては原価差異が

生じる余地がない。 
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問３ 実際営業利益の算定 

１ 第 1 工程における実際営業利益の算定 

⑴ 売上高 

 ＠4,000 円(直接材料費標準)＋＠4,000 円(変動加工費標準)＋＠5,000 円(固定加工費標

準)＝＠13,000 円(中間製品原価標準) 

＠13,000 円×(1＋20％)＝＠15,600 円(内部振替価格) 

 ＠15,600 円(内部振替価格)×2,300 個(振替高)＝35,880,000 円 

⑵ 売上原価 

 ＠13,000 円(中間製品原価標準)×2,300 個(振替高)＋1,280,000 円(原価差異合計) 

＝31,180,000 円 

⑶ 実際営業利益 

 35,880,000 円(売上高)－31,180,000 円(売上原価)－800,000 円(一般管理費) 

＝3,900,000 円 

２ 第 2 工程における実際営業利益の算定 

⑴ 売上原価 

  ＠15,600 円(内部振替価格)×2 個＋＠4,500 円(変動加工費標準) 

＋＠6,000 円(固定加工費標準)＝＠41,700 円(製品Ａ原価標準) 

 ＠41,700 円(製品Ａ原価標準)×1,000 個(当月販売数量)＋300,000 円(原価差異合計) 

＝42,000,000 円 

⑵ 実際営業利益 

49,000,000 円(実際売上高)－42,000,000 円(売上原価)－1,200,000 円(変動販売費)－

1,650,000 円(固定販売費)－750,000 円(一般管理費)＝3,400,000 円 
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３ 会社全体の実際営業利益 

 第 2 工程に振替えられた中間製品のうち，棚卸資産となったものに未実現利益が含まれて 

いるため，これを第 1 工程・第 2 工程の実際営業利益の合計に加減算することで会社全体の 

実際営業利益を計算することができる。 

⑴ 中間製品単位あたり未実現利益 

  ＠13,000 円(中間製品原価標準)×20％(付加利益率)＝＠2,600 円 

⑵ 月初棚卸資産に含まれる未実現利益 

  ＠2,600 円(中間製品単位あたり未実現利益)×2 個×100 個(月初仕掛品) 

 ＋＠2,600 円(中間製品単位あたり未実現利益)×2 個×300 個(月初製品) 

 ＝2,080,000 円 

⑶ 月末棚卸資産に含まれる未実現利益 

  ＠2,600 円(中間製品単位あたり未実現利益)×2 個×250 個(月末仕掛品) 

 ＋＠2,600 円(中間製品単位あたり未実現利益)×2 個×300 個(月末製品) 

 ＝2,860,000 円 

⑷ 会社全体の実際営業利益 

 第 1 工程における実際営業利益 3,900,000 円

第 2 工程における実際営業利益 3,400,000 円

 月初棚卸資産の未実現利益 2,080,000 円

 月末棚卸資産の未実現利益 △2,860,000 円

 会 社 全 体 の 実 際 営 業 利 益 6,520,000 円
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問４  

  １ 意思決定目的 

製品Ａを販売することにより全社的には差額利益が生じるため，注文を引き受けることに

より第 2 工程における差額利益がプラスとなるように内部振替価格を設定することで，目標

整合的な意思決定を促すことができる。なお，固定加工費，固定販売費，一般管理費は意思

決定に関わらず一定額生じるため，内部振替価格の設定にあたり埋没原価として取り扱う。 

差額収益  48,000 円   

差額原価    

 内部振替高 2Ｘ円   

 第 2 工程変動加工費 4,500 円   

  変動販売費 1,000 円 ←12,000,000 円÷12,000 個 

差額利益 (42,500－2Ｘ)円   

差額利益である(42,500－2Ｘ)円がゼロよりも大きければ，注文を引き受けるべきである。 

42,500－2Ｘ＞0  → Ｘ＜21,250 

よって，内部振替価格が 21,250 円より低ければ，第 2 工程は注文を引き受けるという全社

的な意思決定と同じ判断を行う。 

  ２ 業績評価目的 

業績評価に役立つために，第 1 工程，第 2 工程それぞれにおいて利益が計上されるように

内部振替価格を設定する。 

⑴ 第 1 工程における最低振替価格 

 第 1 工程において振替えることで利益が出るようにするためには，総原価を回収できる

だけの収益が確保されなければいけない。したがって，最低振替価格は，中間製品の単位

当たり総原価となる。 

 96,000 時間(予定直接作業時間)÷4 時間＝24,000 個(中間製品基準生産量) 

 ＠13,000 円(中間製品原価標準)＋9,000,000 円(一般管理費)÷24,000 個＝＠13,375円 

よって，内部振替価格の範囲は，Ｘ＞13,375 円と表される。 

⑵ 第 2 工程における最大振替価格 

 第 2 工程において，利益が出るようにするためには，最大いくらの金額までであれば内

部振替価格として許容されるのかを計算する。 

 ＠48,000 円－{＠Ｘ円×2 個＋＠4,500 円(変動加工費)＋＠1,000 円(変動販売費)｝－

｛72,000,000 円(固定加工費)＋18,000,000 円(固定販売費)＋9,000,000 円(一般管理費)}÷

12,000 個＞0 円 

よって，内部振替価格の範囲は，Ｘ＜17,125 円と表される。 

⑶ 内部振替価格の範囲 

 13,375＜Ｘ＜17,125 であれば，第 1 工程・第 2 工程ともに利益が計上されるため，業績

評価に役立てることができる。   
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３ 各工程の営業利益を等しくするための内部振替価格 

会社全体の営業利益を算定し，各工程が達成すべき営業利益を求めたのちに，その営業利

利益を満たすための内部振替価格を計算する。なお，ここでは，期首・期末に棚卸資産がな

いため，全部原価計算と直接原価計算の営業利益は等しくなる。 

⑴ 会社全体の営業利益 

売上高  576,000,000 円 ←＠48,000 円×12,000 個 

変動費    

 直接材料費 96,000,000 円 ←＠4,000 円×2 個×12,000 個 

変動加工費 150,000,000 円 ←96,000,000 円＋54,000,000 円 

変動販売費 12,000,000 円   

貢献利益 318,000,000 円   

固定費   

固定加工費 192,000,000 円 ←120,000,000 円＋72,000,000 円 

固定販売費 18,000,000 円   

  一般管理費 18,000,000 円 ←9,000,000 円＋9,000,000 円 

営業利益 90,000,000 円   

⑵ 各工程の営業利益 

 90,000,000 円(会社全体の営業利益)÷2＝45,000,000 円 

⑶ 内部振替価格 

 第 1 工程の営業利益が 45,000,000 円となるような内部振替価格Ｘを算定する。 

売上高  24,000Ｘ円 ←＠Ｘ円×2 個×12,000 個 

変動費    

直接材料費 96,000,000 円  

変動加工費 96,000,000 円  

変動販売費 0 円   

貢献利益 24,000Ｘ－192,000,000 円   

固定費   

固定加工費 120,000,000 円  

固定販売費 0 円   

  一般管理費 9,000,000 円  

営業利益 (24,000Ｘ－321,000,000)円   

 (24,000Ｘ－321,000,000)円＝45,000,000 円 

   Ｘ＝15,250 円 

  よって，内部振替価格が 15,250 円であれば，第 1 工程・第 2 工程の営業利益が等しく

なる。 
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問５ 内部振替価格の算定 

  １ 空欄① 

第 1 工程の生産能力に余裕がある場合，中間製品を外部販売しても製品Ａの製造を断念す 

る必要がないため，外部販売において追加的な利益を得るためには，中間製品の販売価格が

直接材料費，変動加工費，変動販売費の合計を上回ればよい。 

＠4,000 円(直接材料費)＋＠4,000円(変動加工費)＋＠800円(変動販売費)＝＠8,800 円 

よって，販売価格が 8,800 円より高ければ，第 1 工程管理者は外部販売を行う。 

  ２ 空欄② 

第 1 工程の生産能力に余裕がない場合，中間製品 2 個を外部販売すれば製品Ａ1 個の製造

を断念する必要があり，機会原価が生じることになる。 

  ３ 空欄③④ 

中間製品 4,000 個を外部販売すれば，製品Ａ2,000 個の製造を断念することになる。した

がって，製品Ａ2,000 個の製造から生じる利益が機会原価となる。 

   中間製品 4,000 個 製品Ａ2,000 個 

差 額 収 益 ＠20,000円×4,000個＝80,000,000円 ＠48,000円×2,000個＝96,000,000円 

差 額 原 価  

 直接材料費 ＠4,000 円×4,000 個＝16,000,000 円 (*)32,000,000 円 

変動加工費 ＠4,000 円×4,000 個＝16,000,000 円 ＠4,500 円×2,000 個＝9,000,000 円 

 変動販売費 ＠ 800 円×4,000 個＝ 3,200,000 円 ＠1,000 円×2,000 個＝2,000,000 円 

差 額 利 益 44,800,000 円 53,000,000 円 

(*) 16,000,000 円(直接材料費)＋16,000,000 円(変動加工費)＝32,000,000 円 

よって，中間製品として外部販売する方が全社的に不利となる。 

  ４ 空欄⑤ 

外部販売で得られる利益よりも内部振替で得られる利益が大きくなれば，第 1 工程管理者

は内部振替を選択する。ここで，中間製品の販売価格から変動販売費(回避可能販売費)を控

除した金額が内部振替することによる差額原価に相当し，これを内部振替価格とすることで，

外部販売と内部振替の差額利益が等しくなる。 

＠20,000 円(販売価格)－＠800 円(変動販売費)＝＠19,200 円 

よって，内部振替価格が＠19,200 円よりも大きければ，全社的に望ましい意思決定を第 1 工

程管理者に促すことができる。 
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問題１(25 点)【★２点，☆１点】 

問１(5 点) 

 標準原価管理は，安定した製造環境の下，同一作業を反復することによる経験効果により， 

直接工の作業能率の向上を目的としている。しかし，当社では，頻繁なモデル・チェンジによ 

る製品ライフサイクルの短縮化に加え，工場自動化の進展による生産の担い手が直接工から機 

械設備に変わっている。その結果，標準原価管理の有効性が低下したため，原価企画の導入を 

検討するに至ったと考えられる。 

問２(1 点＋2 点＋2 点＝5 点) 

製品開発体制の名称：ラグビー方式(オーバーラップ方式) 

利点①：職種の異なる関連部署の担当者がさまざまなアイデアを出し合うことになるため，大 

きな原価低減効果を期待できる。 

利点②：企画，設計，生産準備といった製品開発の各ステップが相互に重複して製品開発を進 

めることになるため，開発リードタイムの短縮を図ることができる。 

問３(4 点) 

目標製造原価：   ★ 38,500  円 

成行製造原価：   ★ 42,000    円 

問４(6 点) 

① ☆ 6,500  円 ② ☆  22  ％ ③ ☆    6  ％ 

④ ☆ 6,930  円 ⑤ ☆ 345  円 ⑥ ☆ 84.9  ％ 

問５(2 点) 

 価値指数が 100％を下回っている場合，目標原価達成のために原価の削減が必要となる。そ 

れに対して,価値指数が 100％を上回っている場合，更なる機能追加を検討する。 

 

解答・解説 

第２問 

解   答 
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問６(3 点) 

 新製品を上市する日程が定められている場合，目標原価が未達成でも量産体制に移行するこ 

とがある。この場合，中期利益目標を達成することが困難となるおそれがあるため，原価改善 

活動によるフォローが必要となる。 
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問題２(25 点) 

問１(4 点) 

ア イ ウ 

⑴ 予算営業利益 ☆  300,000  千円 420,000  千円 500,000  千円 

⑵ 収益スラック ☆  375,000  千円 ☆  150,000  千円 0  千円 

⑶ 実際営業利益 375,000  千円   450,000  千円 ☆  500,000  千円 

問２(4 点) 

販売部門の管理者は，アの意思決定行動を採ると考えられる。なぜなら，最も大きな収益ス 

ラックを予算に取り込むことによって，予算目標を容易に達成することが可能となり，自らの 

業績評価に際して有利となるからである。ただし，この場合，会社全体の営業利益は最も小さ 

くなり，目標不整合が生じるという問題がある。 

問３(8 点) 

ア イ ウ 

⑴ 予算営業利益 ★  288,000  千円 396,000  千円 468,000  千円 

⑵ 実際営業利益 355,500  千円 ☆  423,000  千円 ☆  468,000  千円 

⑶ 賞与の総額 ★   19,500  千円 ☆   27,000  千円 ☆   32,000  千円 

問４(3 点) 

販売部門の管理者は，ウの意思決定行動を採ると考えられる。なぜなら，販売量 1 個当たり 

の賞与は基本賞与の方が大きいため，収益スラックを形成しない場合に最も大きな賞与を手に 

することができるからである。 

問５(3 点) 

トップダウン型と参加型の折衷型の予算編成を採用すれば，参加型予算編成の動機付け効果 

を損なわない範囲で，協議の過程で予算スラックの削減が可能であると考えられる。 

問６(3 点) 

例えば，対売上高比率によって諸費用予算が設定されている場合，管理者が収益スラックを 

形成すれば，諸費用予算が減少することによって，当該管理者にとって利用可能な資源も減少 

することになる。 

 



 

<LEC> 複製・頒布を禁じます 2020－論グ－管(２)－解 

 

22／27 

 

 

 

問題１ は，原価企画における目標原価の展開からの出題である。昨年度の本試験におい

て出題された論点であるため，本年における出題可能性は低いが，計算は平易であるため

念のため確認をしていただきたい。また，理論に関しては，典型度の高いところを出題し

ているため，精度の高い解答が要求される。 

問題２ は，予算編成からの出題である。参加型予算の編成過程で予算スラックが混入す

ることをテーマとしており，理論的な背景がわかっていれば計算の趣旨も理解することが

容易である。賞与の計算の意図がやや捉えづらい内容であるが，報酬制度を整備すること

で予算スラックの削減を狙うことができる点を確認していただきたい。 

出題意図など 
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問題１ 原価企画 

問１ 解答及び 2020 理論問題集②(pp.152-153)参照。 

 

問２ 解答及び 2020 理論問題集②(pp.168-169)参照。 

 

問３  

１ 目標製造原価の算定 

 ⑴ 新モデルの販売価格 

   ＠100,000 円×(1＋10％)＝＠110,000 円 

⑵ 目標総原価 

   ＠110,000 円×｛1－30％(目標売上高営業利益率)｝＝＠77,000 円 

⑶ 目標製造原価 

   ＠77,000 円×50％(製造サイクルの構成率)＝＠38,500 円 

２ 成行製造原価の算定 

  ＠35,000 円(旧モデルの原価標準)×(1＋20％)＝＠42,000 円 

 

解   説 
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問４  

１ 空欄① 

  42,000 円(成行製造原価)－19,500 円(液晶フレーム)－9,800 円(集積回路) 

－6,200 円(電子基盤)＝6,500 円 

 液晶フレーム 集 積 回 路 電 子 基 盤 スピーカー 合  計 

製 造 原 価 19,500 円 9,800 円 6,200 円 ①6,500 円 42,000 

 

２ 空欄②～③ 

    1％(耐久性)＋6％(応答速度)＋9％(解像度)＋0％(デザイン)＋6％(消費電力) 

＝22％(空欄②) 

  30％(解像度の相対的重要性)×20％＝6％(空欄③) 

   液晶フレーム 集 積 回 路 電 子 基 盤 スピーカー 合  計 

耐 久 性 6％ 1％ 1％ 2％  10％ 

応答速度 1.5％ 6％ 6％ 1.5％  15％ 

解 像 度 15％ 9％ ③6％ 0％  30％ 

デザイン 12.5％ 0％ 0％ 12.5％  25％ 

消費電力 8％ 6％ 4％ 2％  20％ 

貢 献 度 43％ ②22％ 17％ 18％ 100％ 
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３ 空欄④～⑥ 

  38,500 円(目標製造原価)×18％(スピーカーの貢献度)＝6,930 円(空欄④) 

  38,500 円(目標製造原価)×17％(電子基盤の貢献度) 

＝6,545 円(電子基盤の目標製造原価) 

 6,545 円(電子基盤の目標製造原価)－6,200 円(電子基板の成行製造原価) 

＝345 円(空欄⑤) 

  38,500 円(目標製造原価)×43％(液晶フレームの貢献度) 

＝16,555 円(液晶フレームの目標製造原価) 

16,555 円(液晶フレームの目標製造原価)÷19,500 円(液晶フレームの成行製造原価) 

＝84.89…％ → 84.9％(空欄⑥) 

 目標製造原価 成行製造原価 未達成額(円) 価値指数(％) 

液晶フレーム 16,555 19,500 △2,945 ⑥84.9 

集 積 回 路 8,470 9,800 △1,330 86.4 

電 子 基 盤 6,545 6,200 ⑤345 105.6 

スピーカー ④6,930 6,500 430 106.6 

合   計 38,500 42,000 3,500 91.7 

 

問５ 解答及び 2020 理論問題集②(pp.172-173)参照。 

 

問６ 解答及び 2020 理論問題集②(pp.174-175)参照。 
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問題２ 

問１ 

１ 目標販売量 75,000 個をそのまま受け入れる場合…ア 

⑴ 予算営業利益 

＠8,000 円×75,000 個＝600,000 千円(貢献利益) 

600,000 千円－300,000 千円＝300,000 千円 

⑵ 収益スラック 

＠15,000 円×(100,000 個－75,000 個)＝375,000 千円 

⑶ 実際営業利益 

＠8,000 円×75,000 個＋(＠15,000 円－＠12,000 円)×(100,000 個－75,000 個) 

＝675,000 千円(貢献利益) 

675,000 千円－300,000 千円＝375,000 千円 

２ 予測より控え目な 90,000 個という報告をする場合…イ 

⑴ 予算営業利益 

＠8,000 円×90,000 個＝720,000 千円(貢献利益) 

720,000 千円－300,000 千円＝420,000 千円 

⑵ 収益スラック 

＠15,000 円×(100,000 個－90,000 個)＝150,000 千円 

⑶ 実際営業利益 

＠8,000 円×90,000 個＋(＠15,000 円－＠12,000 円)×(100,000 個－90,000 個) 

＝750,000 千円(貢献利益) 

750,000 千円－300,000 千円＝450,000 千円 

３ 予測どおり 100,000 個という真実の報告をする場合…ウ 

⑴ 予算営業利益 

＠8,000 円×100,000 個＝800,000 千円(貢献利益) 

800,000 千円－300,000 千円＝500,000 千円 

⑵ 収益スラック 

＠15,000 円×(100,000 個－100,000 個)＝0 千円 

⑶ 実際営業利益 

＠8,000 円×100,000 個＝800,000 千円(貢献利益) 

800,000 千円－300,000 千円＝500,000 千円→予算営業利益と同じ。 

 

問２ 解答及び 2020 理論問題集②(pp.172-173)参照。 
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問３ 

１ 目標販売量 75,000 個をそのまま受け入れる場合…ア 

⑴ 予算営業利益 

＠800 円×(75,000 個－60,000 個)＝12,000 千円(賞与) 

300,000 千円－12,000 千円＝288,000 千円 

⑵ 実際営業利益 

12,000 千円＋＠300 円×(100,000 個－75,000 個)＝19,500 千円(賞与) 

375,000 千円－19,500 千円＝355,500 千円 

２ 予測より控え目な 90,000 個という報告をする場合…イ 

⑴ 予算営業利益 

＠800 円×(90,000 個－60,000 個)＝24,000 千円(賞与) 

420,000 千円－24,000 千円＝396,000 千円 

⑵ 実際営業利益 

24,000 千円＋＠300 円×(100,000 個－90,000 個)＝27,000 千円(賞与) 

450,000 千円－27,000 千円＝423,000 千円 

３ 予測どおり 100,000 個という真実の報告をする場合…ウ 

⑴ 予算営業利益 

＠800 円×(100,000 個－60,000 個)＝32,000 千円(賞与) 

500,000 千円－32,000 千円＝468,000 千円 

⑵ 実際営業利益 

＠800 円×(100,000 個－60,000 個)＝32,000 千円(賞与)→予算と同じ。 

500,000 千円－32,000 千円＝468,000 千円→予算営業利益と同じ。 

 

問４ 解答参照 

 

問５ 解答及び 2020 理論問題集②(pp.172-173)参照。 

 

問６ 解答参照 

 

 



〈誤りが生じた場合について〉 

原則として訂正表を配付致します。なお、答練の最終回終了後に発見した正誤について

は、ホームページ（http://www.lec-jp.com/kaikeishi/info/teisei/）への掲載となりますの

で、あわせてご確認下さいませ。 
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